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教育委員会事務局 

学校教育企画部 

高校教育課 



 

横浜市高等学校校内 LAN 機器設置・配線業務委託の入札について 

 

１ 設計図書等に関する質問 

(1) 方法 

    設計図書等に質問がある場合には、令和４年２月22日（火）午後５時までに、別紙「質問書」に

必要事項を記載し、高校教育課へ直接持参するか、電子メールにより提出してください。なお、電

子メールにより提出する場合は、電話で到着確認を行ってください。 

(2) 回答 

   令和４年２月28日（月）までにウェブページ上に掲載します。それ以外の方法による回答は行い

ません。 

(3) その他 

   入札後、当該設計図書等について不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできません。 

 

２ 入札参加申込 

令和４年３月４日（金）午後５時（必着）までに、発注情報詳細に記載の提出書類を高校教育課へ

直接持参するか、郵送してください。郵送の場合は、事前に電話で高校教育課へ連絡してください。 

   

３ 入札方法 

(1) 入札及び開札の日時・場所 

発注情報詳細のとおり 

(2) 入札当日に「公募型指名競争入札指名通知書」の提示がない場合は、入札に参加できません。必

ず持参してください。なお、「公募型指名競争入札指名通知書」の再交付はできませんので、取扱

いに注意してください。 

(3) 入札方法は、入札参加者が別紙様式による入札書を入札時に直接投函して行います。 

(4) 一回目の入札で落札しない場合、その場で二回目の入札を行いますので、入札書は二枚用意して

ください。 

(5) 地方自治法施行令第 167条の２第１項第８号の規定により、二回目の入札で落札者がないときに

は、最低価格を提示した業者と交渉を行い、予定価格内合意した場合に随意契約を行うこととしま

す。 

 

４ 各種提出先及び問合せ先 

〒231-0005 横浜市中区本町６丁目50番地10 横浜市庁舎14階 

横浜市教育委員会事務局 学校教育企画部 高校教育課 担当：関 

電子メール：ky-koko@city.yokohama.jp 

電話番号：045－671－3272 



 

発 注 情 報 詳 細 

 

入札方法 入札書の持参による公募型指名競争入札 

件名 横浜市高等学校校内LAN機器設置・配線業務委託 

納入／履行場所 設計図書のとおり 

納入／履行期間 令和４年４月１日から令和５年３月31日 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

営業種目 コンピュータ業務 

所在地区分 指定なし 

その他 

【参加条件】 
(1)横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でな

いこと及び同条第２項の規定により定めた資格を有するものであること。 
(2)令和３・４年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において

営業種目「316：コンピュータ業務」内「Ｚ：その他」の登録があること。 
(3)「接続拠点20拠点以上」または「利用者1,000人以上」の国、地方自治体、民間

企業または団体が利用するネットワーク（サーバ機器・ネットワーク機器等も含
む）のネットワーク整備をした実績を有すること。 

(4)入札参加意向申出締切から入札日までの間のいずれの日においても、横浜市指名
停止等措置要綱に基づく指名停止措置を受けていない者であること。 

提出書類 
１ 公募型指名競争入札参加意向申出書 
２ 業務委託経歴書他、上記「入札参加資格 その他」に該当することを証する書類 

設計図書 
次ページ以降 
なお、仕様書別紙３～６については貸出しとなりますので、発注担当課へ事前に

貸出希望日時を電話連絡の上、御来庁ください。 

入札参加申込締切日時 令和４年３月４日（金）午後５時 

指名・非指名通知日 令和４年３月９日（水）までに電子メールにより通知 

質疑締切日時 令和４年２月22日（火）午後５時 回答期限日 令和４年２月28日（月） 

入札及び開札日時 令和４年３月14日（月）午前10時 

入札及び開札場所 
横浜市中区本町６丁目50番地の10 
横浜市庁舎13階 共用会議室 Ｎ03 

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 

注意事項 
 この契約は、令和４年度横浜市各会計予算が令和４年３月31日までに横浜市議会にお
いて可決されることを停止条件とする案件です。 

発注担当課 
教育委員会事務局 学校教育企画部 高校教育課 電話 045－671－3272 
（横浜市中区本町６丁目50番地の10 横浜市庁舎14階） 

契約担当課 教育委員会事務局 学校教育企画部 高校教育課 電話 045－671－3272 

 



 

 

   令和４年度    一般会計    歳出    第15款４項１目    12節(１)委託料(費用) 

受付 

番号 

種 目 番 号 

― 
連絡先 

委託担当 

    高校教育課           担当者名
ふ り が な

 関
せき

 

                                 電 話     671-3272 

 

                          設             計             書  

  

１ 委 託 名          横浜市高等学校校内LAN機器設置・配線業務委託     

 

 ２ 履 行 場 所          別添仕様書のとおり                 

 

 ３ 履行期間            ■期間      令和４年４月１日から令和５年３月31日 まで 

    又は期限        □期限   年  月  日 まで            

 

 

 ４ 契約区分       ■ 確定契約              □ 概算契約      

 ５ そ の 他 特 約 事 項                                  

                                                                        

                                                                        

 ６ 現 場 説 明         ■ 不要  

□ 要  （  月  日  時  分  場所        ） 

 ７ 委 託 概 要         

              別添仕様書のとおり                                    

                                                                        

                                                                        

 

 

 

 

 

  



  ８ 部 分 払         

 

       □ す る （ 回以内） 

 

       ■ しない 

                                    部 分 払 の 基 準            

業 務 内 容         
履  行 

予定月 
数  量 単 位 単   価 金    額 

      

      

      

      

      

      

      

                         ※単価及び金額は消費税及び地方消費税相当額を含まない金額 

                           ※概算数量の場合は、数量及び金額を（ ）で囲む。 

 

 

 

 

  委 託 代 金 額              

￥                       

 

  内  訳      業 務 価 格        

￥                         

 

              消費税及び地方消費税相当額 

￥                         

 

  



                                           

                                 内    訳    書 

 

名      称 形状寸法等  数  量 単位 
 単 価 

     (円) 

  金    額  

           (円) 
摘    要 

LAN配線整備費 
 

１ 式 
  

 

  

ネットワーク機器

設置費 

 
１ 式 

  

 

  

管理費・諸経費 
 

１ 式 
  

 

  

消費税及び地方消

費税相当額 

 

  

  

 

  

合計         

         

         

 

        
        

         

         

         

         

         

         

         

         

         

※ 概算数量の場合は、数量及び金額を（ ）で囲む 
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横浜市高等学校 

校内LAN機器設置・配線業務委託 

仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市教育委員会 
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目次 

 

１ 件名 --------------------------------------------------------------------- ３ 

２ 履行期間------------------------------------------------------------------ ３ 

３ 履行場所------------------------------------------------------------------ ３ 

４ 業務の目的と概要 ---------------------------------------------------------- ３ 

５ 整備範囲及び整備内容 ------------------------------------------------------ ３ 

６ 実施項目詳細-------------------------------------------------------------- ４ 

７ 共通業務------------------------------------------------------------------ ７ 

８ 業務の成果---------------------------------------------------------------- ９ 

９ 成果物 ------------------------------------------------------------------- ９ 

10 その他 ------------------------------------------------------------------- ９ 

 

 

別紙１「対象施設一覧」 

別紙２「対象施設別増設機器台数一覧」 

別紙３「対象施設別配線概要図」 

別紙４「ポート収容図」 

別紙５「ネットワーク構成図」 

別紙６「写真台帳」 
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1 件名 

横浜市高等学校校内LAN機器設置・配線業務委託 

 

2 履行期間 

令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 

 

3 履行場所 

横浜市内の市立高等学校。 

 

4 業務の目的と概要 

令和２年度に文部科学省のＧＩＧＡスクール構想の実現に基づき、市立高等学校の学校内 LAN、

無線ネットワーク環境を各種ネットワーク機器（以下、NW 機器）および NW 機器コントローラを用い

て整備した。本業務はその学校内LAN、無線ネットワーク環境の拡大のため、各学校においてNW

機器追加とそれに伴う配線工事等を行うものである。 

 

5 整備範囲及び整備内容 

(1) 整備範囲 

本業務の整備範囲は、対象施設内におけるフロアスイッチ、無線 LAN アクセスポイント

（以下、無線 AP）の増設と、既設基幹スイッチ、新設および既設フロアスイッチ、新設無

線 AP 間のＬＡＮ配線とする。なお、対象施設は別紙１「対象施設一覧」を参照すること。 

 

(2) 整備内容 

 別紙２「対象施設別増設機器台数一覧」に記載の本業務で必要な物品のうち無線 LAN

アクセスポイントについては本市より受託者へ支給する。フロアスイッチ 24 ポートおよびメ

ディアコンバーターについては受託者にて用意すること。フロアスイッチ 24 ポートは機器

型番「MS125-24P-HW」、ライセンス「LIC-MS125-24P-10Y」を用意すること。メディアコ

ンバーターについては機器型番「AT-DMC1000/SC-Z1」もしくは同等品も可とする。また、

対象施設設置前の物品は適切な管理を実施するとともに、必要に応じて保管場所の確

保を受託者の負担で実施すること。 

 対象施設で必要となる学校内 LAN 機器の設置作業を実施すること。機器設置場所およ

び配線ルートは、別紙３「対象施設別配線概要図」、別紙４「ポート収容図」、別紙５「ネッ

トワーク構成図」、別紙６「写真台帳」を参照すること。 

 対象施設のＬＡＮ配線整備を実施すること。作業時は生徒、職員等の安全を確保した上

で、施設損傷等をさせないよう十分配意した作業を実施すること。 

 仕様どおりに動作していることを確認するため、配線試験を実施すること。試験前に計画

書を作成し、本市の承認を得ること。 
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6 実施項目詳細 

本業務の仕様は次の通りとする。 

(1) LAN配線整備 

 共通事項 

(ｱ) 各 NW 機器間の配線を実施する。一部既設配線が存在する場合は既設配線を流用す

ることとし、既設配線がない場所は新設することとする。詳細については別紙３を参照の

上、現地調査にて詳細確認をすること。 

(ｲ) ケーブル敷設場所詳細および施工方法については、受託者が各対象施設と連携して決

定すること。 

(ｳ) 利用中の既存ネットワークへの影響を回避した施工とすること。 

(ｴ) 施工にあたっては対象施設の既存設備や器物・掲示物等を破損しないよう、事前に調査

を行うこと。万が一、破損事故等が発生した場合は、速やかに対象施設および本市に報

告し、指示に従い復旧すること。なお、当該費用は全て受託者負担とするが、詳細は協

議により決定する。 

(ｵ) 施工に伴って建築仕上げ材等を一時撤去する場合等は、適切に復旧を行うこと。また、

コア抜きについては必要最低限の箇所のみ行い、構造耐力上主要な部分を避けること。 

(ｶ) 施工にあたって必要となる各種申請・届出等は受託者の責任・費用において行うこと。 

(ｷ) 施工方法およびその他整備を行うために必要な一切の業務は、受託者が自己の責任に

おいて遅滞なく行うこと。 

(ｸ) 本業務期間中に対象施設敷地内において、他の整備や作業等が行われる場合は、対

象施設を通じて、他整備等の関係者と十分調整を行い、本業務を円滑に進めること。 

(ｹ) 本仕様書に記載なき事項についても、設置・仕様上当然必要と推測される場合は、受託

者の負担により完全に実施すること。 

 

 施工管理 

(ｱ) 整備用車両の駐車場および資材置場等は、原則対象施設敷地内の空きスペースを使

用可能とするが、位置を明らかにした上で事前に対象施設担当者と協議し、承認を得る

こと。 

(ｲ) 対象施設敷地内および周辺近隣地域においては禁煙とすること。 

(ｳ) 整備用車両は交通ルールを厳守し、対象施設敷地内および周辺近隣地域において、交

通事故・交通障害等が発生しないように十分留意すること。また、状況に応じ交通誘導員

を配置するなど安全対策を確実に行うこと。 

(ｴ) 施工に伴う学校教育環境への影響および対象施設周辺地域への影響（騒音、振動、粉

塵、車両通行等）に十分配慮すること。 

(ｵ) 火気を使用する作業を実施する際は、その火気取扱いに十分注意するとともに、作業場

の養生、消火設備の設置等、火災防止の徹底を図ること。 

(ｶ) 施工終了後は教室内、その他の施工実施場所の清掃を行うこと。 

(ｷ) 施工前に対象施設担当者へ施工内容の説明を行うこと。 
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 部材仕様 

(ｱ) UTP ケーブル（パッチコード）および光ケーブル 

a 幹線部分（基幹スイッチ～フロアスイッチ）10GE に対応した Cat6A 以上もしく

は、機器間の机上設計距離が 90 メートルを超える場合は光ファイバケーブル

（OM3）の配線を敷設すること。 

b フロアスイッチ～無線 AP 間は Cat6 以上の配線を敷設すること。 

c STP または UTP ケーブルはエコマテリアル相当品を選定すること。 

d UTP ケーブル色は青とすること。 

e シールドケーブルの場合は必ずアース処理を施すこと。 

(ｲ) 光スプライスパネル 

a ケーブル余長を収納できるスペースが確保されていること。 

b 新たに用意するHUB収納ボックス内に取付け可能なこと。 

 

 配線ルート 

(ｱ) 別紙３を基に基幹スイッチから各フロアスイッチ間、各フロアスイッチから各無線 AP 間の

配線を実施すること。なお 、別紙３に記載のない配線ルートについても、該当箇所につ

いては配線を実施すること。 

(ｲ) 強電配線と異なるルートとし、原則として既存弱電配線敷設ルートとすること。既存ルート

での配線が困難もしくは既存ルートが無い箇所は、別途本市および各対象施設担当者

と協議すること。 

(ｳ) 対象施設内の既存弱電配管の利用可否については、既存設備等に影響が無いと受託

者が判断し、本市および対象施設の承諾を得た場合は、その利用を可とする。ただし、

既存設備等に支障が出た場合、受託者は原因究明を含めた復旧作業を行い、それらに

係る費用は受託者が負担することとする。 

 

 配線整備 

(ｱ) 生徒の安全を最優先に、対象施設配線整備は平日 15:00 から 22:00に実施すること。土

日祝日および平日午前から 15:00 の作業については、別途各施設担当者と協議の上、

了承が得られた場合に限り可とする。整備にあたっては、対象施設および近隣への影響

（騒音、振動、粉塵、車両通行等）に配慮し、既存設備に極力影響を与えないよう、各対

象施設担当者と十分調整のうえ実施すること。 

(ｲ) 配線を行う際、教室等への入線ルートの新規作成にあたり、区画や壁の貫通整備がある

場合は適切に対応すること。 

(ｳ) 各学校によってその特性に応じて二重扉になっているなどの教室があるため、防音上の

特性を考慮した配線設計、施工、および必要に応じた適切な貫通整備をすること。 

(ｴ) コア貫通整備時は、配管や躯体等の損傷を起こさないよう、適切なレントゲンを実施し、

本市へ報告のうえ実施すること。 

(ｵ) 貫通整備後は、建物躯体貫通箇所においてはケーブル敷設後、国交省認定防火区画

貫通処理工法による耐火処理を行ったうえで写真を撮影し、本市に報告すること。 

(ｶ) 屋外を露出で配線する場合は屋外用ケーブルを使用すること。屋外を配線する場合でも
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配管等で保護されている（保護する）場合はこの限りではない。 

(ｷ) 配線は原則天井裏転がし配線を可とするが、弱電用ケーブルラックがあり新規配線用の

空スペースがある場合は利用も可とする。但し露出天井での露出配線の場合は、極力生

徒の手の届かない高さでの配線とし、標準的な間隔として水平 600 ㎜間隔で固定するこ

と。その場合でも配管等で保護される（保護する）場合はこの限りではない。 

(ｸ) ケーブルの露出部分は、メタルモール等現地の状態に合ったもので保護すること。 

(ｹ) 点検口が追加で必要な場合は設置すること。 

(ｺ) 地下配線区間がある場合は屋外用ケーブルを使用すること。 

(ｻ) ケーブルはネットワーク機器等の軽微な移動に対応できるよう十分な余長をとること。 

(ｼ) ケーブル余長が露出する等、生徒に危険が及ぶ可能性を排除すること。 

(ｽ) 敷設ケーブルの両端に、接続先等をラベリングすること。 

(ｾ) 配線費用は追加を求めないよう余剰を持って見積もること。 

(ｿ) 施工前・施工後の写真撮影を実施し施工写真台帳として提出すること。 

 

(2) 機器搬入・設置・接続作業 

承認された設計内容に従って、機器搬入・設置・接続を行うこと。 

 生徒の安全を最優先に、対象施設作業は平日 15:00から 22:00 に実施すること。土日祝

日および平日午前から 15:00 の作業については、別途各施設担当者と協議の上、了承

が得られた場合に限り可とする。作業にあたっては、対象施設および近隣への影響（騒

音、振動、粉塵、車両通行等）に配慮し、既存設備に極力影響を与えないよう、各対象

施設担当者と十分調整のうえ実施すること。 

 搬入・設置・接続の具体的な日程および時間は、受託者で各対象施設担当者と調整を

行い決定すること。 

 対象施設と調整の上、機器の搬入・設置・接続を行うこと。また梱包材は持ち帰ること。 

 設置に当たり、機器の転倒・転落の防止策やケーブルの抜け防止等を考慮した対応を

行うこと。 

 NW機器の空きポートには防塵保護カバー・キャップを施し、防塵対策をすること。 

 校内 LAN 機器の設置場所として、別紙 3 にて教室内にプロットされている場合は、教室

内に設置すること。 

 校内 LAN 機器の詳細な取り付け場所は各対象施設担当者と調整したうえで、担当者の

了承のもと実施すること。フロアスイッチはHUB収納ボックスに収容すること。EPS室内等

に設置する場合はこの限りではない。基本的に、新たにフロアスイッチが設置されるフロ

アには、HUB 収納ボックスを新たに設け、その中にフロアスイッチを搭載すること。電源

は既設HUB収納ボックスから OA タップで延伸して準備すること。 

 導入機器には本市が指定する項目を記載した管理シールを作成し、貼り付けること。詳

細な指定内容は別途協議のうえ確定とする。 

 機器設置前・設置後の写真撮影を実施し施工写真台帳として提出すること。 
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(3) 試験 

作成した試験計画書に従って、試験を実施すること。 

 共通条件 

(ｱ) 生徒の安全を最優先に、対象施設での試験は平日 15:00 から 22:00 に実施すること。土

日祝日および平日午前から 15:00 の作業については、別途各対象施設担当者と協議の

上、了承が得られた場合に限り可とする。試験にあたっては、各対象施設担当者と十分

調整のうえ、実施すること。 

(ｲ) 以下の試験条件に加え、試験項目および合否判定基準を基に試験計画書を作成し、試

験開始前に本市に報告し、承認を得ること。 

(ｳ) 試験結果について、試験結果報告書として本市に提出すること。 

 

 配線試験条件 

(ｱ) UTP ケーブル試験については、測定時の試験規格は JIS X5150 とすること。 

(ｲ) Cat6A のケーブルについては、両端をモジュラージャック成端とし、パーマネントリンク試

験を全数実施すること。また、エイリアンクロストーク(6Around1)試験を全数実施すること。

ただし、ケーブル構造（特性）によりメーカ保証（試験不要）がある場合、またはシールド

ケーブルの場合はこの限りではない（シールドケーブルの場合は必ずアース処理を施し

全ケーブルの導通確認を実施すること）。 

(ｳ) Cat6 以下のケーブルについて、チャネルリンク試験を全数実施すること。 

(ｴ) 光ファイバーケーブルについては、損失試験を全数実施すること。 

(ｵ) メタルケーブル、光ケーブルともに、試験精度を担保するため、１年以内にメーカ校正証

明された試験機を用い試験を行うこと。なお、校正証明書を成果物として提出すること。

ワイヤーチェッカー等の簡易テスターは使用不可とする。 

 

7 共通業務 

本業務に共通する内容として、次の業務を実施する。 

(1) 総合調整・管理業務 

 各対象施設における構築品質を担保するための体制を確立し、適切な管理を実施する

こと。 

 履行期限を鑑みた構築体制を確立し、落札決定後、本格的に作業に着手する前に体制

図・整備班数・WBS を本市へ提示し承認を得ること。 

 

(2) 構築スケジュール管理 

 学校ごとの詳細スケジュールを策定し、着工前に本市の承認を得ること。 

 各対象施設担当者と整備前調査・納品・構築・試験について綿密な日程調整を実施し、

ネットワーク構築全体スケジュールを決定すること。 

 適性検査、入学者選抜等の関係で校内に立ち入ることが出来ない期間があるため、日

程調整をする上で留意すること。（南高等学校及び横浜サイエンスフロンティア高等学校
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については令和５年１月及び２月、他の学校は令和５年２月） 

 ネットワーク構築全体の進捗管理を実施し、遅延なく完了すること。 

 各工程の進捗を管理し、本市へ進捗報告すること。 

 

(3) 各対象施設の構築時における窓口業務 

 構築時において全ての対象施設からの問い合わせ窓口（電話、メール）を設置し、問い

合わせを受け付け、対応すること。 

 各対象施設に対し、学校行事や校務等に支障が出ないように、日程調整を含め現地作

業の説明など必要な調整業務を行い、対象施設側の了承を得たうえで業務を進めること。 

 

(4) 課題管理・トラブル―シューティング 

受託者の業務範囲においてトラブルや問題が発生した場合は、速やかに本市にエスカ

レーションし、責任をもってそれを解決すること。 

 

(5) ドキュメント管理 

本市とのドキュメントのやりとりは、本市がフォーマットを指定した場合、それを利用するこ

と。 

 

(6) 定例会 

受託者は定例会を開催し、本調達のプロジェクトマネージャもしくはそれに準ずる者が参

加し、進捗報告や課題の共有等を行うこと。定例会の頻度については、本市と協議して

決めること。 

 

(7) 新型コロナウイルス等感染対策 

 対象施設での作業後、作業箇所を清掃するとともに消毒すること。 

 対象施設の敷地内ではマスクの着用を徹底すること。その他、受託者側において推奨し

ているコロナ対策を実施し、感染防止に努めること。 

 

(8) 鍵管理 

 貸与された鍵については、紛失や欠損等がないよう管理を徹底すること。 

 鍵の受領時には必ず本数および種類を対象施設担当者と確認すること。返却時には、

貸与された鍵の本数および種類を確認し、間違いなく全ての鍵を対象施設へ返却するこ

と。 

 鍵の授受方法については、各対象施設担当者の指示に従うこと。 

 

(9) その他 

腕章および名札等、作業者とわかる身分証を掲示し、作業を行うこと。 
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8 業務の成果 

本件業務完了時に次の内容を実現すること。 

(1) 本業務が全て完了しており、対象施設内 LAN、無線ネットワークが利用可能となっているこ

と。 

(2) 次章の成果物が全て納品されていること。 

 

9 成果物 

次に定める期限までに成果物を納品すること。 

納品の際は CD-R または DVD-R2 枚セットを本市に納品すること。 なお、対象施設別配線図

については、対象施設毎に 2部印刷し、各対象施設現地へ納品すること。 

提出書類のうち本市がフォーマットを指定した場合は、それに応じること。 

(1) 契約締結後７日以内に納品するもの 

 プロジェクト実施計画書 

(ｱ) 統括責任者の通知書（業務経歴含む） 

(ｲ) 事業計画書 （プロジェクト全体のスケジュール 、プロジェクト全体の組織計画 、連絡体

制等） 

(ｳ) 対象施設別費用一覧表 

 施工業務に係る計画書等 

(ｱ) 施工責任者の通知書（業務経歴含む） 

(ｲ) 対象施設別組織体制表 

 施工業務計画書 （施工方針、 施工工程表 WBS、現場防災マニュアル、連絡体制等）   

(ｱ) 施工組織計画（担当者名簿、業務分担表を含む） 

(ｲ) 施工業務に係る計画書等 

 

(2) 履行期限までに納品するもの 

 試験計画書および試験成績表（ケーブル試験結果、校正証明書含む） 

 施工写真台帳（施工前・施工後） 

 積算書類（費用詳細内訳一覧） 

 打合せ議事録 

 その他別途指示による 

 

10 その他 

(1) 業務の遂行の際には、上記の指示事項およびその他必要事項について、本市と十分協議

を行うとともに、本市担当者の指示を受けること。作業内容等について疑義が生じたときは、

速やかに本市担当者と協議のうえ対応すること。 

(2) 業務の進捗状況については、当初に立案した計画との差を常に把握し、相違が生じている

場合は、その対処について検討し改善策を立案した上で、本市担当者に適宜連絡し、関係

者による打ち合わせのうえ対応すること。 

(3) 各機器の設定情報や業務の実施過程で知り得たデータの管理については、電子計算機処

理等の契約に関する情報取扱特記事項および個人情報取扱特記事項を含めた契約を締
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結し、内容の遵守をするとともに特に個人情報等については十分に留意し管理を適切に行

うこと。 また、取り扱うデータについては、本市担当者の許可無く持ち出してはならない。 

(4) 提出する書類に利用する言語、会議、コミュニケーション等に利用する言語については原則

として全て日本語で行い、構築するシステムは日本語に対応していること。ただし、受託者

が事前に提案し、本市が認めたものについては、日本語対応のシステムとしないこともでき

る。 

(5) 本委託業務内で作成される納品物等の文書、データについて、開示請求を受けた際に非

公開とすべき箇所がある場合は事前に委託者に相談すること。 

(6) この契約は本市委託契約約款を適用することとする。 

(7) この仕様書に定めのない事項については、委託者と受託者で別途、協議して決定するもの

とする。 

 



別紙1「対象施設一覧」

1 みなと総合高等学校 045-662-3710 横浜市中区山下町231

2 横浜総合高等学校 045-744-1900 横浜市南区大岡2-29-1

3 横浜商業高等学校 045-713-2323 横浜市南区南太田二丁目30-1

4 横浜商業高等学校　別科 045-751-5151 横浜市磯子区丸山一丁目22-21

5 南高等学校 045-822-1910 横浜市港南区東永谷二丁目1-1

6 金沢高等学校 045-781-5761 横浜市金沢区瀬戸22-1

7 東高等学校 045-571-0851 横浜市鶴見区馬場三丁目5-1

8 横浜サイエンスフロンティア高等学校 045-511-3654 横浜市鶴見区小野町6

9 桜丘高等学校 045-331-5021 横浜市保土ケ谷区桜ケ丘二丁目15-1

10 戸塚高等学校 045-871-0301 横浜市戸塚区汲沢二丁目27-1

所在地番号 学校名 電話番号



別紙2「対象施設別増設機器台数一覧」

番号 学校名
無線LAN

アクセスポイント
フロアスイッチ

24ポート
メディア

コンバーター

1 みなと総合高等学校 11 1

2 横浜総合高等学校 10

3 横浜商業高等学校 11

4 横浜商業高等学校　別科 2

5 南高等学校 11

6 金沢高等学校 11

7 東高等学校 11

8 横浜サイエンスフロンティア高等学校 11

9 桜丘高等学校 11 1 2

10 戸塚高等学校 11 1



次の資料は、発注担当課にて貸し出します。 

 

別紙３「対象施設別配線概要図」 

別紙４「ポート収容図」 

別紙５「ネットワーク構成図」 

別紙６「写真台帳」 
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個人情報取扱特記事項 

 

（平成27年10月） 

 

 （個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 横浜市（以下「委託者」という。）がこの契約において個人情報（特定個人情報を含む。

以下同じ。）を取り扱わせる者（以下「受託者」という。）は、個人情報の保護の重要性を認

識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いにあたっては、横浜市個人情

報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等（特定個人情報を取り扱わせる

者にあっては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及

び横浜市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に

関する条例を含む。以下同じ。）を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人

情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防

止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 受託者は個人情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、管理責任者を特定し、委

託者に通知しなければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、個人情報を取り扱う場所及び個人情報を保管す

る場所（以下「作業場所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び管理責任体制について委

託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理責任体制に関し、委託者

が理由を示して異議を申し出た場合には、これらの措置を変更しなければならない。なお、

措置の変更に伴い経費が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

 （従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による事務の処理に従事している者に対し、この契約による事務

に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要

かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても

同様とする。 

 （収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事

務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

 （目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人

情報を当該事務を処理する目的以外に利用してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するにあたって委託者から提供された個人情報が記録された、文書、図画、写真、

フィルム及び電磁的記録（以下「資料等」という。）を複写し、又は複製してはならない。た

だし、事務を効率的に処理するため、受託者の管理下において使用する場合はこの限りでは

ない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した

個人情報が記録された資料等（複写及び複製したものを含む。）について、作業場所の外へ持



ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、

第三者に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場

合はこの限りではない。 

２ 受託者は、前項ただし書きの規定により個人情報を取り扱う事務を第三者（以下「再受託

者」という。）に取り扱わせる場合には、再受託者の当該事務に関する行為について、委託者

に対しすべての責任を負うものとする。 

３ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、受

託者及び再受託者がこの規定を遵守するために必要な事項並びに委託者が指示する事項につ

いて、再受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、前項の約定において、委託者の提供した個人情報並びに受託者及び再受託者が

この契約による事務のために収集した個人情報を更に委託するなど第三者に取り扱わせるこ

とを例外なく禁止しなければならない。 

 （資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が

収集し、複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又

は解除された後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指

示したときは、当該方法によるものとする。 

 （報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、受託者に

対し、個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について、報告を求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、情報の管理の

状況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査することができる。 

３ 前２項の場合において、報告、資料の提出又は検査に直接必要な費用は、受託者の負担と

する。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用を要した分については、委託者が

これを負担しなければならない。 

 （事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故が生じ、又は生ずるお

それがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （研修の実施及び誓約書の提出） 

第12条 受託者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項並びに

従事者が負うべき横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等

に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての研修を実施し、個人情報保護に関する誓約

書（様式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、再

受託者に対し、前項に定める研修を実施させ、個人情報保護に関する誓約書（様式１）及び

研修実施報告書（様式２）を受託者に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、受託者は、再受託者から提出された個人情報保護に関する誓約書（様

式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

 （契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求をす

ることができる。 

 (1) この契約による事務を処理するために受託者又は再受託者が取り扱う個人情報について、

受託者又は再受託者の責に帰すべき理由による漏えいがあったとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、この契約による事務の目的を達成す

ることができないと認められるとき。 



（様式１） 

個人情報保護に関する誓約書 

（提出先）  

横浜市長  

 

 横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事するにあたり、個人情報を取り扱う場合に遵守すべ

き事項並びに横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等に基づ

く罰則の内容及び民事上の責任についての研修を受講しました。 

 横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱

特記事項を遵守し、個人情報を適切に取り扱うことを誓約いたします。 

 

研修受講日 所    属 担 当 業 務 
氏    名 

（自署又は記名押印） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（Ａ４）  
 



（様式２）  

（Ａ４） 

 

 年 月 日 

（提出先） 

横浜市長  

（提出者） 

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第17条第1項の規定に

従い、横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事する者に対

し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項並びに横浜市

個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関す

る法令等に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての

研修を実施しましたので、別紙個人情報保護に関する誓約書

（様式１）（全  枚）のとおり提出いたします。 

引き続き個人情報の漏えい等の防止に取り組んでいきま

す。 

 



電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項 

 

（情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 この特記事項（以下「特記事項」という。）は、委託契約約款

（以下「約款」という。）の特記条項として、電子計算機処理等（開発、

運用、保守及びデータ処理等をいう。）の委託契約に関する横浜市(以

下「委託者」という。)が保有する情報（非開示情報（横浜市の保有する

情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１号）第７条第

２項に規定する非開示情報をいう。以下同じ。）及び非開示情報以外

の情報をいう。以下同じ。）の取扱いについて、必要な事項を定めるも

のである。 

２ 情報を電子計算機処理等により取り扱う者（以下「受託者」という。）

は、情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務を遂行するた

めの情報の取扱いにあたっては、委託者の業務に支障が生じることの

ないよう、情報を適正に取り扱わなければならない。 

（適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による業務に係る情報の漏えい、滅失、き

損及び改ざんの防止その他の情報の適正な管理のために必要な措

置を講じなければならない。 

２ 受託者は情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、情報の

適正な管理を実施する者として管理責任者を選定し、委託者に通知し

なければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、電子計算機を設置する場

所、情報を保管する場所その他の情報を取り扱う場所（以下「作業場

所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び

管理責任体制について委託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理

責任体制に関し、委託者が理由を示して異議を申し出た場合には、こ

れらの措置を変更しなければならない。なお、措置の変更に伴い経費

が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

（従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による業務に従事している者（以下「従事

者」という。）に対し、この契約による業務に関して知り得た非開示情報

をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう、必要か

つ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除

された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による業務を遂行するために情報を収集す

るときは、当該業務を遂行するために必要な範囲内で、適正かつ公

正な手段により収集しなければならない。 

（目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、書面による委託者の指示又は承諾があるときを除

き、この契約による業務に係る情報を、当該業務を遂行する目的以外

の目的で利用してはならない。 

（複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除

き、この契約による業務を遂行するに当たって委託者から提供された、

非開示情報が記録された、文書、図画、写真、フィルム及び電磁的記

録（以下、「非開示資料等」という。）を複写し、又は複製してはならな

い。ただし、契約による業務を効率的に処理するため受託者の管理下

において使用する場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合は、受託者は、複写又は複製した資料の名称、

数量、その他委託者が指定する項目について、速やかに委託者に報

告しなければならない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、書面による委託者の指示又は承諾があるときを除

き、この契約による業務を遂行するために委託者から貸与され、又は

受託者が収集し、複製し、若しくは作成した非開示資料等を作業場所

の外へ持ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による業務を遂行するために得た非開示情

報を自ら取り扱うものとし、第三者に取り扱わせてはならない。ただし、

あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の規定により非開示情報を取り扱う業務を

再委託する場合は、当該再委託を受けた者（以下「再受託者」という。）

の当該業務に関する行為について、委託者に対しすべての責任を負

うとともに、第１条第２項に定める基本的な情報の取扱いを再受託者に

対して課し、あわせて第２条の規定を再受託者に遵守させるために必

要な措置を講じなければならない。 

３ 受託者は、前項の再委託を行う場合は、受託者及び再受託者が特

記事項を遵守するために必要な事項及び委託者が指示する事項を再

受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、再受託者に対し、当該再委託による業務を遂行するため

に得た非開示情報を更なる委託等により第三者に取り扱わせることを

禁止し、その旨を再受託者と約定しなければならない。 

（非開示資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による業務を遂行するために委託者から貸

与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した非開示資料

等を、この契約が終了し、又は解除された後直ちに委託者に返還し、

又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指示したときは、当該

方法によるものとする。 

２ 前項ただし書の場合において、委託者が当該非開示資料等の廃棄

を指示した場合、廃棄方法は焼却、シュレッダー等による裁断、復元

困難な消去等当該情報が第三者の利用に供されることのない方法に

よらなければならない。 

３ 第１項の場合において、受託者が正当な理由なく指定された期限内

に情報を返還せず、又は廃棄しないときは、委託者は、受託者に代わ

って当該情報を回収し、又は廃棄することができる。この場合におい

て、受託者は、委託者の回収又は廃棄について異議を申し出ることが

できず、委託者の回収又は廃棄に要した費用を負担しなければならな

い。 

（報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、受託者に対

して、情報の管理の状況及び委託業務の履行状況について、報告を

求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、情報の管理の状

況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査するこ

とができる。 

３ 前２項の場合において、報告又は検査に直接必要な費用は、受託

者の負担とする。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用

を要した分については、委託者がこれを負担しなければならない。 

（事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、委託者の提供した情報並びに受託者及び再受託

者がこの契約による業務のために収集した情報について、火災その他

の災害、盗難、漏えい、改ざん、破壊、コンピュータウイルスによる被

害、不正な利用、不正アクセス等の事故が生じたとき、又は生ずるおそ

れがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示

に従うものとする。この契約が終了し、又は解除された後においても同

様とする。 

（引渡し） 

第12条 受託者は、約款第28条第２項の規定による検査（以下「検査」と

いう。）に合格したときは、直ちに、契約の履行の目的物を納品書を添

えて委託者の指定する場所に納入するものとし、納入が完了した時を

もって契約の履行の目的物の引渡しを完了したものとする。 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及

び損害賠償の請求をすることができる。 

(1) この契約による業務を遂行するために受託者又は再受託者が取り

扱う非開示情報について、受託者又は再受託者の責に帰すべき理

由による漏えい、滅失、き損及び改ざんがあったとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、この契約による業

務の目的を達成することができないと認められるとき。 

２ 委託者は、受託者が特記事項前条の規定による検査に不合格となっ

たときは、この契約を解除することができる。 

（著作権等の取扱い） 

第14条 この契約により作成される成果物の著作権等の取扱いについ

ては、約款第５条の規定にかかわらず、次の各号に定めるところによ

る。 

(1) 受託者は、著作権法（昭和45年法律第48号）第21条（複製権）、第

26条の３（貸与権）、第27条（翻訳権、翻案権等）及び第28条（第二

次著作物の利用に関する原著作者の権利）に規定する権利を、目

的物の引渡し時に委託者に無償で譲渡するものとする。 

(2) 委託者は、著作権法第20条（同一性保持権）第２項第３号又は第４

号に該当しない場合においても、その使用のために、この契約によ

り作成される目的物を改変し、任意の著作者名で任意に公表できる

ものとする。 

(3) 受託者は、委託者の書面による事前の同意を得なければ、著作権

法第18条（公表権）及び第19条（氏名表示権）を行使することができ

ないものとする。 

(4) 受託者がこの契約の締結前から権利を有している著作物の著作

権は、受託者に留保されるものとする。この場合において、受託者

は、委託者に対し、当該著作物について、委託者が契約の履行の

目的物を使用するために必要な範囲で、著作権法に基づく利用を

無償で許諾するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、著作物の利用について設計図書で別段

の定めをした場合には、その図書の定めに従うものとする。 

３ 受託者は、この契約によるすべての成果物が、第三者の著作権、特

許権その他の権利を侵害していないことを保証するものとする。ただ

し、委託者の責に帰すべき事由を起因として権利侵害となる場合は、

この限りではない。 

 



質 問 書 

 

  年  月  日 

 

横浜市契約事務受任者 

 

住 所  

商号又は名称  

担 当 部 署  

担当者氏名  

電 話 番 号  

 

件名 横浜市高等学校校内LAN機器設置・配線業務委託 

 

上記件名にかかる仕様（設計）書の内容等について、次のとおり質問します。 

項目 質 問 内 容 

  

 

（注意） 仕様（設計）書の内容等について質問がある場合はこの用紙に質問内容を記載し、「発注

情報詳細」に記載された質問締切日時までに高校教育課へ直接持参するか、電子メールに

より提出すること。電子メールにより提出する場合は、電話で到着確認をすること。 



第３号様式（第28条） 

年  月  日 

公募型指名競争入札参加意向申出書 

横浜市契約事務受任者 

業者コード   

所在地     

商号又は名称  

代表者職氏名            ㊞※ 

 次の指名競争入札に参加を申し込みます。 

公表日 令和４年２月17日   種目名 コンピュータ業務  

（注意）種目別に提出してください。 

 契約番号 件   名 

１ ―― 横浜市高等学校校内LAN機器設置・配線業務委託 

２   

３   

４   

５   

 

※押印を省略する場合のみ「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先を記載すること。 

本件責任者 

  部 署 名 （任意） 氏
ふり

              名
がな

 

   

連   絡   先 
  

 

担 当 者 

  部 署 名 （任意） 氏
ふり

              名
がな

 

   

連   絡   先 
  

 

（注意） 
１ 押印を省略し、「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先の記載がない又は不備がある場合は、参加資格を満たさな
いものとする。 

２ 「本件責任者及び担当者」は必ず両方記載すること。両方記載がない場合は、参加資格を満たさないものとする。ただ
し、同一の人物である場合は「同上」でも可とする。 

３ 「本件責任者及び担当者」の在籍確認ができなかった場合は、参加資格を満たさないものとする。 
４ 「横浜市契約事務受任者」は、水道事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市水道事業管理者」と、交通事業
管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市交通事業管理者」と読み替えるものとする。 

-------------------------------------------------------------------------------------------- 

横浜市

使用欄 

横浜市担当者名  

本件責任者又は担当者在籍確認日時   年  月  日    時  分 

確認方法 本人確認書類（        ）・電話・メールアドレス 

ＦＡＸ番号・その他（                ） 

本件責任者又は担当者の在籍確認した相手方の氏名   
 

 



第６号様式（第17条、第22条第３項、第28条第２項） 

  年  月  日 

委 託 業 務 経 歴 書 

 

横浜市契約事務受任者 

 

業者コード 

所在地 

商号又は名称 

代表者職氏名 

 

 

契約番号 ――   件名 横浜市高等学校校内LAN機器設置・配線業務委託  

 ※一般競争入札の場合は、契約番号又は公告番号を記入してください。 

 

上記案件について、次のとおり委託業務経歴があります。 
 

注 文 者 受 注 区 分  件 名 業 務 内 容 
契 約 金 額  

（千円） 

履  行 

期  間 

 
□ 元請 

□ 下請 
   

から 

まで 

 
□ 元請 

□ 下請 
   

から 

まで 

 
□ 元請 

□ 下請 
   

から 

まで 

※ 「横浜市契約事務受任者」は、水道事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市水道事業管

理者」と、交通事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市交通事業管理者」と読み替えるも

のとする。 

（注意）１ 案件ごとに提出してください。 

２ 設計図書に基づく業務又はこれと同種の業務について、完了したものを記載してください。 

   なお、注文者は、官公庁・民間を問いません。 

３ 下請業務等については注文者は元請者を記載し、その下に発注者を（  ）で記載してください。その場

合、件名及び業務内容は、下請業務について記載してください。 



別記様式１ 

入札（見積）書 
 

  年  月  日 

 横浜市契約事務受任者 
所 在 地  

 
商号又は名称  

   
代表者職氏名                ㊞※ 

 
 次の金額で、関係書類を熟覧のうえ、横浜市契約規則を遵守し入札（見積）いたします。 

 

金  額 

 

 

 

 

 

 
億 

 
千 

 
百 

 
十 

 
万 

 
千 

 
百 

 
十 

 
円 

 
入札（見積）書には、消費税法第９条第１項規定の免税事業者であるか課税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望価格の

110分の 100に相当する金額を記載すること。これによらない方法での入札（見積り）を指示された場合は、それに従うこと。 

 

契約番号  ――  

 

件  名  横浜市高等学校校内LAN機器設置・配線業務委託            

 

※押印を省略する場合のみ「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先を記載すること。 

本件責任者 

  部 署 名 （任意） 氏
ふり

              名
がな

 

   

連   絡   先 
  

 

担 当 者 

  部 署 名 （任意） 氏
ふり

              名
がな

 

   

連   絡   先 
  

 

（注意） 

１ 入札の場合、押印を省略し、「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先の記載がない又は不備がある場合は、
無効とする。 

２ 入札の場合、「本件責任者及び担当者」は必ず両方記載すること。両方記載がない場合は、無効とする。ただ
し、同一の人物である場合は「同上」でも可とする。 

３ 入札の場合、「本件責任者及び担当者」の在籍確認ができなかった場合は、無効とする。 
４ 「横浜市契約事務受任者」は、水道事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市水道事業管理者」と、
交通事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市交通事業管理者」と読み替えるものとする。 

５ 「横浜市契約規則」は、水道事業管理者の権限に属する契約にあっては「横浜市水道局契約規程（平成 20 年
３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則」と、交通事業管理者の権限に
属する契約にあっては「横浜市交通局契約規程（平成 20年３月交通局規程第 11号）第２条の規定により読み替
えて準用する横浜市契約規則」と読み替えるものとする。 

６ 契約番号は、ある場合に記入すること。ない場合には空欄でも可とする。 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

横浜市

使用欄 

横浜市担当者名  

本件責任者又は担当者在籍確認日時   年  月  日    時  分 

確認方法 

（☐随意契約のため、在籍確認不要） 

通知書・申請書類・本人確認書類（         ） 

電話・その他（                 ） 

本件責任者又は担当者の在籍確認した相手方の氏名  
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